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研究成果の概要（和文）：本研究計画において合計１０本の査読付き国際論文を発表した．主要な国際研究機関
によれば研究代表者が筆頭責任著者を務めるそのうちの２本の論文（IJCAI 2017, KR 2018）は推論研究の最難
関の国際会議である．また別の２本の論文（Argument & Computation 2015, JLC 2017)は研究代表者の研究領域
の主要な論文誌である．さらに，本研究を進めるうちに新たな本質的な課題およびそれへの解法が明らかになり
2018年に別の科学研究費を獲得するに至った．

研究成果の概要（英文）：We published ten fully refereed papers in international conferences and 
journals during the terms of this project. According to a major international research institute, 
two of them were published in the most prestigious peer-reviewed conferences (IJCAI 2017, KR 2018) 
in the research area of reasoning, and other two papers were published in good journal publications 
(A&C in 2015 and JLC in 2017) in principal investigator's research field. This project moreover led 
to another research project funded by JSPS. 

研究分野： 計算論的議論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
議論は紛争に対する合理的，社会的かつ平和的な解決手段である．一方，今日行われている議論の多くはそれが
どのようなデータに裏付けられるのか，反例となるデータは存在するのかなどデータを用いて議論を適切に評価
したり構築したりすることが容易ではない．この問題に対処するために，本研究課題ではウェブに存在する非構
造化データから議論の構造を推定するための一般的な方法論を研究した．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年，産学官民の連携によってデータ利活用の環境が整備されつつある．しかし，紛争研究に
おいてそれが十分に有効活用されているとは言えないのが現状である．事実，紛争に関するデー
タを共有しながらそれらを組み合わせて紛争の原因や和解案を分析したり，紛争における主張
を裏付けるデータや主張を覆すデータを提示しながら適切な信念を探究し，正当化することが
十分に行われているとは言えない．  
 
２．研究の目的 
 本研究では，既に公開されている実在データだけでなく，非公開のデータや未だ存在しないデ
ータである仮想データを用いることによって紛争研究者が行う議論を支援する方法論を構築す
る．具体的には，ウェブに存在するデータや議論当事者から直接得たデータから議論の構造を推
定し，議論を促進し，議論の合意へと導くための方法論を研究する．図１に本研究の目的を可視
化する．本研究では現在産学官で推奨されているデータ重視の意思決定と研究代表者が専門と
する議論重視の意思決定を融合するための基礎を与える． 

        図１ 意思決定におけるデータ重視と議論重視の融合 
 
 
３．研究の方法 
 議論を促進させるための要素技術を開発し，その効果を検証する．開発する要素技術は，議論
の構造を予測する技術，議論の争点を予測する技術，議論の和解案を予測する技術である．我々
は計算論的議論と機械学習を融合することでこれらの要素技術を開発する． 
 
４．研究成果 
 本研究計画において合計 10 本の査読付き国際論文を発表した．主要な国際研究機関によれば
研究代表者が筆頭責任著者を務めるそのうちの２本の論文（IJCAI 2017, KR 2018）は推論研究
の最難関の国際会議である．また別の２本の論文（A&C 2015, JLC 2017)は研究代表者の研究領
域の主要な論文誌である．さらに，本研究を進めるうちに新たな本質的な課題およびそれへの解
法が明らかになり 2019 年に別の科学研究費を獲得するに至った． 
 図２に本研究が与えた要素技術とその効果の概要を示す．第一に，抽象的議論の逆問題を定式
化した．これにより議論に関する人々の賛否から議論の構造を推定することが可能になった．第
二に，非単調推論をこの推定結果に適用した．これにより紛争の内容を議論的に構造化すること
が可能になった．第三に，抽象的議論の順問題を定式化した．これにより立証や反証のために必
要なデータや論証の評価が可能になった．最後に，議論に関する人々の賛否を予測する方法を与
えた．これにより少数の論証に対する利害関係者の賛否から残りの多数の論証に対する利害関
係者の賛否を予測し，利害関係者の潜在的争点や合意点を予測することが可能になった． 

 
          図２ 研究した要素技術  実証した効果 
 
 これらの研究成果に共通する貢献は計算論的議論という研究領域をデータ駆動にしたことで
ある．我々はベイズ 的な手法を採用し，これらの研究成果を統一的に処理するベイズ推論シス



テムを構築した．AI（人工知能）の研究の歴史から見てもこの研究の方向性は重要である．なぜ
ならそれは「知識獲得のボトルネック」という記号処理に基づく AI の弱点に取り組むからであ
る．今日のデータ科学時代に AI に求められる能力はウェブやセンサーを介して取得される非構
造データから有益な情報を獲得することである．議論の構造を入力とする伝統的かつ支配的な
研究の方向性とは対照的に，我々の成果および研究の方向性は議論に関する人々の賛否を分析
する．それらの賛否は様々なソーシャルネットワーキングサービスにおける投票として入手で
きるものである．これは計算論的議論の広範囲に及ぶ応用を可能にするという実用的な貢献を
含む． 
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